
＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○機械・倉庫の購入による農業者の負担軽減

１．集落協定の概要

市町村･協定名 石川県羽咋市 白石
は く い し しらいし

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
30.0 水稲ha

交 付 金 額 個人配分 50％
419 共同取組活動 集落の担当者の活動に対する経費 2％万円

（50％） 鳥獣害防止対策、水路、農道等維持管理人件費 11％
農用地の維持・管理活動を行う者に対する経費 3％
用水改修工事負担金・倉庫購入費 34％

協定参加者 農業者27人、生産組織1組合、非農業者4人

２．取組に至る経緯

白石集落は羽咋市の東に位置し、富山県氷見市との県境である神子原町に比べるとや

や標高が低い場所に位置しており、圃場は急斜面と緩斜面とで構成されております。近

年、農作業は機械化が進んできましたが、中山間地の畦や法面の除草は最も辛い重労働

。 。となっております 当地区は種子生産地として年間7～8回の除草作業を行ってきました

また、圃場整備後40数年が経過し、農業用施設の老朽化による維持管理費の増大、農業

用機械の大型化による経費の出費がかさむ等、営農状況が厳しい状況になっています。

このような状況の中、白瀬町・上白瀬町の２町が白石集落として協定に参加することに

なりました。優良水稲種子の生産には、共同で農作業を行うことが最も重要な要件であ

り、直接支払制度は、両町会の運営、個人の営農等を助成する有効な制度であることを

理解し、農家の合意が円滑に行われ、協定の協力体制が容易に得られました。

３．取組の内容

1期の共同取組に、中古バックホウを購入し、農地の乾田化対策、農業用施設の維持

・修繕を最優先に、集落の災害復旧、除雪対策等民生安定に向け、年間フル活用してい

ます。また、休耕田を始め、農道等の除草を目的にトラクターと、その後に取り付ける

大型草刈り機を購入し、全農家に貸し出し、農地、農業用施設の保全に努めています。
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［集落の将来像]
今後も少子高齢化、離農者の増加は避けることができないと思われるが、当協定を活用しながら、高

齢者や若者の負担が少ない集落営農の設立に向けた検討を考えている。更に高齢化、離農が進むとすれ
ば，ＪＡ等で行っている部分作業委託に頼らざるを得ないことも想定されます。

［将来像を実現するための活動目標]
機械施設の共同利用による必要経費の削減、部分作業受託による高齢者の営農継続の促進、農地利用
集積による認定農業者の育成、高付加価値産物の開発・生産による農業振興を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 認定農業者の育成周辺林地の下草刈り
（田30ha） （年1回） （5名育成)

個別対応 個別対応 共同取組活動

水路・作業道の管理 農業用施設の見回り 非農家との連携
・水路年2回清掃、草刈り （年1回） （非農家4名と草刈などの共
・農道年2回草刈り 同活動を実施）

共同取組活動
共同取組活動 共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

これまで、多くの用水路改修工事をはじめ、農道舗装工事を行ってきました。これら

の地元負担軽減や、ＪＡ倉庫の共同購入に対する助成・大型機械の導入による町会の年

間維持管理費（万雑）軽減等を毎年、集落の初総会で発表することで、非農家を含む町

民の協定に対する意識の変化が出ている。特に、中古バックホウの購入助成は早急な対

応が求められる除雪、災害や農道水路の修繕等重宝され、非農家から制度の再認識が起

きています。今後の課題には、少子高齢化、離農者の減少に向けて、集落営農の設立等

あげられますが、農機具が比較的新しいのと、認定農業者の誕生によってそれぞれの利

害関係があり、早急な設立には無理が生じる状況であります。当面はそれぞれの営農が

容易となる農地の流動化に取り組むべきと考えています。

［平成21年度までの主な成果］
○平成13年度に購入した中古バックホウを有効に活用する取組がなされてきた
○トラクター・大型草刈り機の購入による休耕田・農道等の除草作業の省力化
○購入した大型機械並びに個々の乗用農機具の保管・町会の資材の保管を目的にしたＪＡ倉庫の購入
○農業用水路の改修工事の地元負担の軽減
○農道舗装工事の地元負担軽減


